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Q９.　申告・納付は日本銀行でしかできないのですか？
　A.　ほとんどの金融機関（郵便局を含む）が日本銀行の歳入代理店になっておりますので、

お近くの金融機関で申告・納付を行ってください。

Q10.　申告書の控えに労働基準監督署または労働局の受付印が必要な場合はどうしたらい
いのですか？

　A.　申告書と領収済通知書（納付書）切り離して、申告書のみを直接労働基準監督署また
は労働局に提出してください（郵送で提出する場合は、切手を貼付した返信用封筒を
同封してください。）。領収済通知書（納付書）は、保険料の納付とあわせて金融機関に
提出してください。

　　　金融機関に申告書を提出しますと、押印はできませんのでご注意ください。t

Q11.　一括有期事業報告書・一括有期事業総括表は申告書と一緒に金融機関に提出するの
ですか？

　A.　金融機関では申告書・領収済通知書（納付書）以外の書類は提出できませんので、申告書
を金融機関に提出した後に、管轄の労働基準監督署または労働局へ提出してください（郵
送でも可）。

Q12.　還付額があるときはどうしたらいいのですか？
　A.　申告書の提出だけでは還付されませんので、必ず「労働保険料・一般拠出金還付請求書」

を管轄の労働基準監督署または労働局にご提出ください（Ｐ○参照）。還付請求には時効
がありますので、ご注意ください。

Q13.　会社の事業内容が大きく変わりました。申告書はどうすればいいのですか？
　A.　業種の変更があった場合には、「労働保険名称・所在地等変更届」の提出が必要です。ま

ずは、お近くの労働基準監督署へお問い合わせください。

Q14.　令和２年３月31日以前に事業を廃止しました。申告書の提出は必要ですか？
　A.　申告書の提出は必要です。事業を廃止した日までの確定保険料を申告してください（Ｐ○

参照）。
　　　また、昨年度中に事業を廃止した場合は、口座振替の対象になりませんのでご注意ください

。

Q13.　令和２年４月以降に事業を廃止することが確定しておりますが、概算保険料の算定基礎
額はどのように記入したらいいのですか？

　A.　廃止する期間までに支払うことが予定される賃金総額の見込額を記入してください。また、
廃止後に令和２年度確定保険料の申告が必要となります。

Q13.　申告内容について、調査を行うことはあるのでしょうか？
　A.　毎年、労働基準監督署または労働局の職員が調査を行っています。また、調査においては

源泉徴収簿等の関係書類を確認することがあります。
　　　なお、申告内容に誤りがあり不足額があると判明した場合には、不足額と併せて不足額の

10％を追徴金として徴収することとなります。

Q１.　年度更新に必要な様式はホームページからダウンロードできますか？
　A.　一部の様式は厚生労働省ホームページからダウンロードできます。それ以外の様式は電子

申請をご利用いただくか、最寄りの労働基準監督署又は労働局で入手してください。
　　　（下記ＵＲＬ又は「主要様式ダウンロードコーナー（労働保険適用・徴収関係主

要様式）」で検索してください。）
　　　 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/

roudoukijun/roudouhoken.html　

Q２.　保険料（一般拠出金）の計算をしたら小数点以下が発生しました。切り捨てですか、切り
上げですか？

　A.　切り捨てになります。

Q３.　令和７年度概算保険料だけでは20万円に満たないのですが、令和６年度確定保険料
の不足額と合計すると20万円以上となります。この場合、延納はできますか？

　A.　延納することはできません。（概算保険料のみで20万円以上の場合が延納可能となりま
す。）

Q４.　事業場の所在地を移転［事業場の名称を変更］しましたが、申告書の　（事業）、　（事
業主）の欄には新旧どちらを記入したらいいのですか？

　　　また、領収済通知書（納付書）に印書されているものは訂正していいのですか？
　A.　申告書の　（事業）、　（事業主）の欄には移転先の新しい所在地［変更後の新しい名

称］をご記入ください。領収済通知書（納付書）については訂正せずそのまま使用してく
ださい。

　　　なお、変更があった場合は労働基準監督署へ「労働保険名称、所在地等変更届」をご提
出ください。

Q５.　申告書を間違えて記入してしまいました。どうしたらいいのですか？
　A.　領収済通知書（納付書）以外であれば訂正できます（Ｑ６参照）ので、訂正後の数字（文

字）がわかるように書き直してください（Ｐ.4参照）。訂正印は不要です。

Q６.　領収済通知書（納付書）の納付額を間違えて記入してしまいました。どうしたらいいので
すか？

　A.　訂正された領収済通知書（納付書）を使用することはできませんので、必ず新しいものを
使用してください。

　　　領収済通知書（納付書）は最寄りの労働局、労働基準監督署に用意してあります。（他の
都道府県の領収済通知書（納付書）は使用できませんのでご注意ください。）

Q７.　申告書と領収済通知書（納付書）を切り離してしまいました。どうしたらいいのですか？
　A.　申告書のみを管轄の労働局又は労働基準監督署にご提出いただき（郵送でも可）、領

収済通知書（納付書）は、お近くの金融機関で納付してください。

Q８.　領収済通知書（納付書）をペイジー（Pay-easy）で納付することはできますか？

　A.　一部金融機関を除き、納付できます。（対象の有無は事前に金融機関にご確認ください。）
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労働保険料申告書の記入が終わりましたら、このチェックポイントで、もう一度確認ください。
例年、申告後に申告漏れや申告誤り等が確認されていますのでご注意ください。

一括有期事業報告書・総括表及び申告書作成のチェックポイント

〈支払い賃金により保険料を算定した工事がある場合、以下の項目も確認してください〉

チェック
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労務費率により保険料を算出する場合、請負金額から消費税額が除かれていますか？
※平成27年４月１日以後に開始した工事のみ、上記の取扱となります。

元請負工事で令和６年度（令和６年４月１日～令和７年３月31日）に終了した工事が漏れていませんか？
下請負工事を誤って申告していませんか？
令和７年３月31日までに終了していない工事を誤って申告していませんか？
一括有期事業の対象とならない工事・事業を誤って申告していませんか？
※一括有期事業として扱われる工事・事業の要件はＰ.12を参照してください。

事業の種類の区分に誤りはありませんか？（Ｐ.38～39の「労災保険率適用事業細目表」で確認して下さ
い。）
事業の種類が異なる工事はそれぞれ別葉で記入していますか？
平成27年３月31日以前に開始した工事の申告がある場合、事業開始時期ごとに区分して記入していま
すか？
平成27年３月31日以前に開始した工事について、労務費率により保険料を算出する場合、請負金額に
消費税が含まれていますか？
請負金額及び賃金総額について、一括有期事業報告書からの転記ミスはありませんか？
一般拠出金欄の記入漏れはありませんか？
※平成19年４月１日以降に開始した工事のみ、一般拠出金の申告の対象となります。

常時使用労働者数（④欄）は記入しましたか？
労災保険率の適用に誤りはありませんか？
賃金総額（⑧・⑫欄）について、1,000円未満は切り捨てられていますか？
保険料・一般拠出金額（⑩・⑭欄）について、１円未満は切り捨てられていますか？
概算保険料が20万円未満なのに、延納の申請をしていませんか？
概算保険料の延納を希望する場合に、延納の申請（⑰欄）に“３”を記入していますか？
法人番号（　欄）を記入しましたか？（既に印字されている場合、改めての記入は不要です。）
事業の廃止をする場合、事業廃止等年月日（③欄）及び事業廃止等理由（　欄）が記入されていますか？

賞与、その他臨時の賃金の算入漏れはありませんか？
通勤手当等の交通費（非課税分、現物支給の定期代等を含む。）の算入漏れはありませんか？
パート・アルバイトなど短時間労働者の賃金の算入漏れはありませんか？
季節労働者の賃金の算入漏れはありませんか？
日雇労働者の賃金の算入漏れはありませんか？
年度途中退職者の賃金の算入漏れはありませんか？
下請負人に使用される労働者の賃金の算入漏れはありませんか？
同居の親族など、労働者ではない方への賃金を誤算入していませんか？
事業の代表者や法人の役員への役員報酬を誤算入していませんか？
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Q９.　申告・納付は日本銀行でしかできないのですか？

　A.　ほとんどの金融機関（郵便局を含む）が日本銀行の歳入代理店になっておりますので、
お近くの金融機関で申告・納付を行ってください。 

Q10.　納付金額がないとき、申告書の提出はどうしたらいいのですか？
　A.　申告書のみを管轄の労働局又は労働基準監督署にご提出ください（郵送でも可）。

Q11.　申告書の控えに労働局又は労働基準監督署の受付印が必要な場合はどうしたらいい
のですか？

　A.　申告書と領収済通知書（納付書）を切り離して、申告書のみを直接労働局又は労働基
準監督署に提出してください（郵送で提出する場合は、切手を貼付した返信用封筒を
同封してください。）。領収済通知書（納付書）は、保険料の納付とあわせて金融機関に
提出してください。

　　　金融機関に申告書を提出しますと、押印はできませんのでご注意ください。

Q12.　一括有期事業報告書・一括有期事業総括表は申告書と一緒に金融機関に提出するの
ですか？

　A.　金融機関では申告書・領収済通知書（納付書）以外の書類は提出できませんので、申告書
を金融機関に提出した後に、管轄の労働局又は労働基準監督署へ提出してください（郵
送でも可）。

Q13.　還付額があるときはどうしたらいいのですか？
　A.　申告書の提出だけでは還付されませんので、必ず「労働保険料・一般拠出金還付請求書」

を管轄の労働局又は労働基準監督署にご提出ください（Ｐ.31参照）。還付請求には時効
がありますので、ご注意ください。

Q14.　会社の事業内容が大きく変わりました。申告書はどうすればいいのですか？
　A.　業種の変更があった場合には、「労働保険名称、所在地等変更届」の提出が必要です。

管轄の労働局又は労働基準監督署へお問い合わせください。

Q15.　令和７年３月31日以前に事業を廃止しました。申告書の提出は必要ですか？
　A.　申告書の提出は必要です。事業を廃止した日までの確定保険料を申告してください（Ｐ.29

参照）。
　　　 また、昨年度中に事業を廃止した場合は、口座振替の対象になりませんのでご注意ください。

Q16.　令和７年４月以降に事業を廃止することが確定しておりますが、概算保険料の算定基礎
額はどのように記入したらいいのですか？

　A.　廃止する期間までに支払うことが予定される賃金総額（又は廃止する期間までの請負金
額に労務費率を乗じて得た額）の見込額を記入してください。また、廃止後に令和７年度確
定保険料の申告が必要となります。

Q17.　申告内容について、調査を行うことはあるのでしょうか？
　A.　毎年、労働局又は労働基準監督署の職員が調査を行っています。また、調査においては源

泉徴収簿等の関係書類を確認することがあります。
　　　なお、申告内容に誤りがあり不足額があると判明した場合には、不足額と併せて不足額の

10％を追徴金として徴収することとなります。


